
本日の講座部分は録画しています。イベント終了後、資料と録画を共有いたします。  
質問は「Q&A」にご記入ください。  



チェックイン

『気候変動について取り組みたい』

と思ったきっかけを

チャットに書いてください



気候危機を回避するため、

自治体について学び、

自分ができることを知る。

本日のねらい



1. ごあいさつ：ゼロエミッションを実現する会について

2. 自治体とは

3. 自治体の気候対策

4. Q and A 

5. 市民参画のいろいろ

6. はじめてみよう

7. Q and A

8. おわりのあいさつ（放課後のお知らせ）

全体の構成



＜事務局＞

国際環境NGOグリーンピース・ジャパン*
*2050年までの可能な限り早い時期に、原子力や化石燃料を使わずに、温室効果ガス排出量
を実質ゼロにすることをめざしています。

 Slack - スラック  - 

（約1,045 人） 

自治体メンバー内での
細かいやりとり、
細かい相談  など

Facebookグループ
（約2,000 人）

情報共有

情報交換

自治体の気候対策をすすめたいと行動する市民が
お互いに助け合うコミュニティ



気候変動  Climate Change
気候危機  Climate Crisis
地球沸騰化 Global Boiling

悪化する地球温暖化



世界の平均気温上昇を、1.5℃までに抑える必要がある



出典:IPCC　
第６次報告書概要(環境省）の図に
2030年の縦のラインを追加

2030

青いラインが1.5℃を
守れるコース 2030年
に48％削減

2020年の対策のまま
では、3.2℃の温度上
昇が予測される

注：
世界全体で
48%削減

日本では
60%以上の
削減が必要

1.5℃に抑えるにはCO2を2030年までに世界で48%減必要



交通部門の脱炭素
・公共交通機関利用拡大
・あらゆるクルマのEV化

使う電気を、
減らす、
再エネに変える
これで大幅なCO2削減

減らして再エネに変える、増やす
・建築物の脱炭素
・高断熱性能の標準化
・屋根置ソーラーの標準化

　解決策は、省エネと再エネ 

発電所などからの

排出が4割



　解決策は、CO2削減目標の強化、施策の強化

(C)Masaya Noda/Greenpeace 

1.5℃以内におさえる減らし方

1.5℃の炭素予算：1.5℃以内に抑えるならこれだけしか出せない量

日本政府、多くの自治体の目標の立て方



省エネルギーを進める

・建築物の断熱・気密、省エネ機器 などの普及拡大

再生可能エネルギー を使う、つくる

・再生可能エネルギーからの電気を使う

　太陽光、風力などの利用

→　計画・条例・補助事業など

　

　自治体ならできる省エネ・再エネ政策



地方自治体とは、住民の暮らしを支える団体 。

子育て・教育、健康・医療・福祉、上下水道、 防災、地域交通を受け

持ち、地域経済、人口減少などの地域課題に取り組んでいます。

　

　地方自治とは 

地域の住民が責任を持って自分たちで決め、

それを自分たちで行うこと　（港区議会HPより）



　地方自治体 

　

地方自治体は２元代表制（議決機関と執行機関が分離）

議 会
（議員）

行 政
首長(知事/市区町村長)

条例案・予算案などの提案

住 民

税金
議員選挙 首長選挙

議決機関 執行機関

要望や意見の提出陳情や請願

条例・予算などの議決

監視・調査



　議会と行政

　
首長・議員は、多様な私たちの代表

議会は、住民の多様な意見を反映させるためにある

首 長 議 会
（議員）

私たちの代表

選挙選挙

住 民



　　

東京都WEBサイトより

議 会
意思決定 仕事を執行

行 政

議決機関 執行機関

議決に
基づく

行政：「議会」が意思決定をした仕事を実際に執行する機関

治安や消防、水道や交通などのライフライン、教育・文化事業、税務、くらしに関する

サービスや、公害防止や対応、地域経済の振興も担う。

　議会と行政　行政とは



　

　地方自治体の計画

計画名 内容

総合計画 自治体の行政を総合的にまとめたもの

個別計画 特定の事項に着目して作成。XX事業計画、XX行政計画など

事業計画 特定の事業を対象に作成。道路整備計画、下水道整備計画など

施設計画 施設の建設、整備を中心としたもの

地域計画 一定の地域について総合的に作成

気候対策はすべての計画にその視点が入るべきもの

行政は、くらしに関するサービスなどをおこなう方針や計画案をつくる



環境自治体会議 環境政策研究所　資料より

総合計画のもと、環境基本計画など、環境関連の計画もつくられる
環境関連計画は数が増え、相互の関連も複雑化している

　行政がつくるさまざまな計画



　

表：神奈川県地球温暖化対策計画より

　気候対策の計画（例）



　

すべての事業に省エネ・再エネの視点を入れる

● 建築物：公共/域内建築物の断熱・気密標準化

● 交通：公共交通・自転車の利用拡大 、EV化.....

● 再エネ：屋根置きソーラー設置義務化、発電事業（ソーラーシェアリング含

む）

● 域内企業：省エネ・再エネ支援（報告書制度）

● 電力：再エネ化（公共/域内建築物、工場、交通）

これらは、くらしの質が高くなる変革

　気候危機解決には自治体の制度が必要



　すでにたくさんある市民参画の場面

　

・アンケート/市政モニター/参加型イベント

・知事などとの対話の会、議員の報告会

・住民説明会（テーマはさまざま）　

・議会・審議会・委員会の傍聴

・審議会への委員応募  
・パブリックコメント（意見公募）

・要望書提出（知事への提言フォームほか）

・請願・陳情（議会）

・選挙での投票/立候補/候補者の応援



　議員はわたしたちの代弁者

　
首長・議員は、多様な私たちの代表

議会は、住民の多様な意見を反映させるためにある

選挙のときだけでなく、
日々、情報提供、要望を伝

えることができる。

首 長 議 会
（議員）

私たちの代表

選挙選挙

住 民



　みんなの成果

　

自分の関心のあることに
取り組んでみよう！

2024

2023

2022

2021

神奈川県、学校の屋上断熱を実現

ゼロエミ参加者の要望活動が行政を動かし実現

川崎市でも住宅の太陽光パネルの設置義務化が決定

東京都と同様、パブコメでの「賛成」が決め手に

東京都、住宅の太陽光パネル義務化

反対の声が多いなか、都への応援パブコメを呼びかけ、賛成過半数で可決

長野県、温室効果ガス削減目標を 60％にアップ

ゼロエミでパブコメ提出を呼びかけ、県知事もパブコメの声に言及





本日はご参加いただき誠にありがとうございました。アンケートのご協力をよろしくお願いいたします。  


